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広域での地震時の斜面崩壊危険度の評価方法について
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Risk assessment for the earthquake-induced slope failures 
using micro-zoning technique
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Many local governments in Japan have been implementing the local disaster management plan in 
preparation for the future earthquake damage. The seismic micro-zoning technique has been used frequently 
to estimate the damages by earthquakes and to develop earthquake disaster reduction plans. This paper 
focuses on the earthquake-induced slope failures and reviews the risk assessment methods in the seismic 
micro-zoning technique. The new methods of risk assessment for earthquake-induced slope failures are 
introduced. The methods consist of the 3-D FEM response analysis and the estimation of engineering 
bedrock input motion by empirical Green’s function. These methods were properly validated by the slope 
damages and observed strong motions at the engineering bed rock in Feb. 25th, the 2013 Tochigi-ken-
hokubu Earthquake. These methods contribute to the improvement in evaluation accuracy of the 
earthquake-induced slope failures for the earthquake disaster management plans.

　本論文は，近年，各地方自治体で実施されている地震被害想定調査の中で，地震時の斜面崩壊危険度の予測手
法に焦点を当て，新しい手法を導入してその手法の改善を図ったものである．地震被害想定調査の中で用いられ
る地震時の斜面崩壊危険度予測手法は，広域での評価を行わなければならないことから，過去の地震時の斜面崩
壊事例を基にした評点方式による相対評価手法が永く用いられてきている．この斜面危険度予測手法について，
簡便な評点方式が用いられてきたのに対し，より詳細なアプローチとして，斜面の三次元有限要素法による地震
応答解析に基づく方法の導入を検討した．また，この地震応答解析に用いる工学的基盤入力波形の算出に，経験
的グリーン関数法による工学的基盤入力波の予測手法を導入した．さらに，本手法による解析結果と2013年2月
25日の栃木県北部を震源とする地震による斜面被害および観測波形とを比較・検討した．本手法により今後，広
域の斜面崩壊危険度の評価の精度の向上が期待できる．
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1.	 	まえがき

　2011 年に東北地方太平洋沖地震が発生し，津波被害
などで尊い人命が多く失われた．この地震では，津波
被害の他に，液状化被害や造成地の被害など地盤に起
因する被害も多く発生している．日本は平野が少なく
山がちな地形から急傾斜地が多く，急傾斜地直下にも
多くの住宅が存在している．近年の 2004 年新潟県中
越地震，2008 年岩手・宮城内陸地震，2011 年東北地
方太平洋沖地震においても多くの急傾斜地の崩壊が発
生しており，建物被害および人的被害が発生してい
る．
　これらの地震災害に関し，国および地方自治体では
想定地震を設定して，対象地域の地震動予測，液状化
予測，急傾斜地崩壊の予測，津波浸水予測，建物被害
予測，火災延焼被害予測など各種の被害予測を実施し
被害量を事前に把握する地震被害想定調査（サイス
ミック・マイクロゾーニング調査）を実施した後，地
震防災対策を更新するようになっている．
　このような中で，本論文では現在まで行われてきた
急傾斜地崩壊危険度の予測について，その手法をレ
ビューするとともに，新しく開発した急傾斜地崩壊の
予測手法を紹介し，実際の地震による斜面被害により
本手法の検証を行った．これらの解析・検討を基にし
て，広域での地震時の斜面崩壊危険度の評価方法につ
いて，今後採用すべき解析手法の方向性について述べ
る．

2.	 	現在までの斜面崩壊危険度予測手法

2.	1	 手法
　サイスミック・マイクロゾーニングの手法を用いた
地震被害想定調査の中で，急傾斜地崩壊危険度の予測
は，降雨による急傾斜地崩壊の評価手法が基になって
いる．この手法は，元々国土交通省の道路斜面点検の
手法として開発 1）されたものであり（表 -1，表 -2，
表 -3），地震被害想定調査では，管理要素（表 -2）を
除いて利用されることが多い．
　地震による急傾斜地崩壊危険度の予測手法は，この
手法（表 -1）を利用し，予測した地震動（地表震度な
ど）でさらに重みを設定しての危険度ランクを設定す
るものである．つまり，この予測手法は，斜面崩壊を
考える上での影響因子（斜面の構造と属性）とその寄
与度を点数化したものであり，この影響因子と評点が
斜面固有の不安定性を示すものであるため，危険をも
たらす要因が雨の場合でも地震の場合でも適用できる
との基本的なスタンスを取り入れたものである．
　この地震による急傾斜地崩壊の予測手法は，埼玉県
地震被害想定策定調査（1982）2）で用いられて以来

（表 -4，表 -5），宮城県（1986）3），鳥取県（2005）4），
内閣府（2005）5），東京都（2012）6）など国，地方自治
体の地震被害想定調査で多数回用いられており，現在

でもほとんどの調査でこの手法で予測している．

2.	2	 予測手法の評価
　この手法の利点は，以下のとおりである．
　◦基礎データとして急傾斜地崩壊危険箇所等の指定

地を用いているため位置が特定できる．
　◦急傾斜地崩壊危険箇所等として，斜面の高さ，傾

斜，崖下の家の数などの基礎データが存在しそれ
を解析に利用できる．

　◦危険度の評価が点数で簡便に推定できるため，そ
の評価に地表地震動などの地震の条件をいれるこ
とにより地震による被害ランクを算出できる．

　また，この手法の欠点としては以下の点があげられ
る．
　◦この手法では，地震時の相対的な危険度ランクを

検討するだけであり，急傾斜地崩壊のメカニズム
については解析できない．

　◦実際の斜面崩壊被害とどの程度の精度で整合して
いるか比較検証例が少ない．

　◦手法的には急傾斜地崩壊危険箇所等の指定地以外
にも適用できるが，実際は県などの単位で同じ精
度の基礎データで評価するため，評価地点が指定
地だけに限られる．

2.	3	 実被害との比較
　既存手法では，実際の斜面崩壊被害との比較検証例
が少ないため，実被害との比較を行う．まず，斜面崩
壊予測は，第 2. 1 節に述べた基本的な手法と同様であ
り，表 -6 に示すような手法である．本表で，a，b，c
は降雨による斜面の評価結果であり，a が一番危険側
である．一方，予測した震度階からⅥ強以上，Ⅴ強〜
Ⅵ弱，Ⅳ強〜Ⅴ弱，Ⅳ弱以下の 4 つに区分し，地震に
よる斜面崩壊危険度ランクを A，B，C に設定してい
る．ここで，A，B，C の危険度ランクは以下に示す
ものである．
　◦斜面崩壊危険度ランク A：落石・崩壊の危険性が

高い
　◦斜面崩壊危険度ランク B：落石・崩壊の危険性が

ある
　◦斜面崩壊危険度ランク C：落石・崩壊の危険性が

低い
　1978 年宮城県沖地震の震度予測結果を用いて，宮城
県内の自然斜面の斜面崩壊危険度ランクを求めた結果
を図 -1 に示した．宮城県（1980）7）によると自然斜
面の崩壊箇所は 98 箇所であり，予測した斜面崩壊危
険度ランク A は，166 箇所であることから，斜面崩壊
危険度ランクの的中率は約 60％であり，全体に危険度
を高めに評価する傾向にある．このようなことから，
第 2. 1 節で示したかなりラフな評価でも，倍半分の誤
差以内に入っていると言えよう．



表 -1 斜面要素による危険度の配点（日本道路協会（1988））
Table 1 Slope failure factors and risk weight allocations （Japan Road Association （1988））

表 -2 斜面の管理要素の配点（日本道路協会（1988））
Table 2 Slope failure factors of maintenance and risk weight allocations （Japan Road Association （1988））

表 -3 斜面危険度の判定表（日本道路協会（1988））
Table 3 Slope failure criteria （Japan Road Association （1988））
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表 -4 斜面要素による危険度の配点（埼玉県（1982））
Table 4 Slope failure factors and risk weight allocations （Saitama Prefecture （1982））

表 -5 地震による斜面被害判定基準（埼玉県（1982））
Table 5 Criteria of slope failures by earthquakes （Saitama Prefecture （1982））

表 -6 地震による斜面被害判定基準（宮城県（1986））
Table 6 Criteria of slope failures by earthquakes （Miyagi Prefecture （1986））
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図 -1  現行の手法による斜面崩壊危険度評価結果と実被害との比較（宮城県（1986））
Fig. 1  Comparison of the results of slope failure assessment by the existing method and  

the actual number of slope failures in the 1978 Miyagi-ken-oki Earthquake （Miyagi Pre-
fecture （1986））
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つまり，図 -2 に示すように，広域解析を効率的に実行
するため，GIS を介して地域全体の地形をある一定の
大きさのサブストラクチャーに分割し，サブストラク
チャーごとに FEM 解析を行っている．サブストラク
チャーごとに得られた結果を重なり合いも考慮して，
平面的につなぎ合わせることで広域全体の結果を得て
いる．各サブストラクチャーの領域端部における反射
波などの影響を小さくするため，解析結果を採用する
領域の平面外周を取り囲むようにダミー領域を付加し
て有限要素メッシュを構成している．
　斜面の崩壊危険度判定は，広域で地表面の最大水平
加速度，残留水平変位，最大せん断応力および局所安
全率をもとに斜面の危険度を判断している．

3.	2	 若井ほか（2008）の応力ひずみの関係の構成則
　時刻歴での地震応答解析では，どのようなせん断応
力とせん断ひずみの関係を用いるかが非常に重要であ
り，従来，室内試験での動的変形特性曲線を考慮でき
るような繰返し載荷構成モデルとして，双曲線モデル

（または Hardin-Drnevich モデル（H-D モデル）），
Ramberg-Osgood モデル（R-O モデル）が用いられて
きた．ここで利用する，若井ほか（2008）の解析手法
では，双曲線モデルをさらに改良した Wakai & Ugai

（2004）9）による繰返し載荷格子モデル（UW）モデル
を用いている．（1）式にこのモデルのせん断応力

（τ）とせん断ひずみ（γ）の関係を示した．

3.	 	新しい広域の斜面崩壊危険度予測手法

　ここでは，三次元有限要素法による斜面崩壊危険度
予測手法について述べ，この手法の入力値である経験
的グリーン関数法による入力地震動の予測手法につい
ては，第 4 章の斜面危険度予測全体のフローの提案の
中で記述する．

3.	1	 手法
　地震による斜面崩壊の予測については，三次元の解
析が，計算機の容量制限，複雑な地層の再現が難しい
ことなどの理由により，主に二次元の FEM 解析によ
り解析されてきた．しかしながら，県単位などの広域
を対象とした地震による斜面崩壊の予測については，
斜面の形状も考慮した三次元での解析手法が最も適切
であると考えられるが，ほとんど実施されてこなかっ
た．
　若井ほか（2008）8）は，2004 年新潟県中越地震の数
多くの斜面崩壊事例から，山岳地帯が国土の大半を占
める我が国において，山間地の地震時斜面被害リスク
を広域的に評価することは，地域防災の観点から非常
に重要で，斜面の危険度を厳密に評価するためには，
山体をそのままモデル化した動的応答解析が望ましい
と指摘し，新たな三次元解析手法を開発した．
　若井ほか（2008）は，三次元動的弾塑性有限要素法

（FEM）に基づき山体斜面を一体的に解析している
が，1 台の PC で計算できるように開発されている．



図 -2 解析に用いられる有限要素モデル（若井ほか（2008））
Fig. 2  Finite element model for the analysis （Wakai et al. （2008））

（a） 単純化された地盤構造（若井ほか （2008））

（b） 計算機容量を節約するためのサブストラクチャー（若井ほか（2008））

図 -3  UW モデルの減衰比とせん断ひずみの関係およびヒステリシス・ループの設定事例（Wakai & 
Ugai（2004））

Fig. 3  Examples of h-γ relationships and hysteresis loops in the UW model and the H-D model
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図 -4 パラメータ n と b・γG0 を決定するためのチャート
Fig. 4  Chart to determine the parameters n and b・γG0

表 -8 KiK-net 栗山西の地盤構造（PS 検層結果）
Table 8  Groud layer configurations at the KiK-net Kuriyama-Nishi 

obtained by PS logging
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3.	3.	1	 地震の諸元
　気象庁による本地震の諸元および最大震度は表 -7

（地震・火山月報（2013）11））に示すとおりである．

3.	3.	2	 強震観測記録および観測点の地盤構造
　KiK-net 栗山西で観測された地表・工学的基盤の加
速度記録，およびそれぞれのフーリェスペクトルを
図 -5 に示した．観測された波形全体から見ると，非
常に単純なパルス状の波形であり，継続時間は 10 秒
程度の地震である．最大加速度は，地表で 1224. 6 gal

（cm/sec2）［NS 成分］，工学的基盤で 322. 3 gal（cm/
sec2）［EW 成分］である．
　KiK-net 栗山西では，ボーリングおよび PS 検層が
行われている．表 -8 にその結果を示した．本地点で
は，花崗閃緑岩の基盤を新第三紀の流紋岩質溶岩と同
質の火砕岩が覆う地質構成となっている．表層には，
谷底を埋める砂礫が分布する．最表層の S 波速度およ
び（層厚）は，220 m/sec（4 m），400 m/sec（18 m），
960 m/sec（10 m），1250 m/sec（40 m），以下 1870 
m/sec となっている．

表 -7  栃木県北部を震源とする地震の諸元 
（気象庁：地震・火山月報（2013））より）

Table 7  Earthquake data in Tochigi-ken-hokubu 
（The Seismological and Volcanological Bulletin of Japan 
（2013））

　　　　 ……（1）

　ここで，G0 は初期剛性率，b，n は定数，a は他の変
数に依存する定数である．
　この UW モデルでは，双曲線型の応力ひずみ関係を
骨格曲線として採用し，さらに双曲線モデルで指摘さ
れているせん断ひずみが大きい部分での過大な減衰比
の問題を解決するため独自の履歴ループ曲線を採用し
ている．図 -3 に双曲線モデル（図中の H-D model）
と UW モデルの減衰比とせん断ひずみの関係の比較
を示した．
　UW モデルでは，二つのパラメータ（n，b・γG0）を
適切に与えることで，土の減衰比 - せん断ひずみ関係

（h-γ関係）と合致した動的変形特性を表現できるよ
うになっている．図 -4 にパラメータ n と b・γG0 を決
定するためのチャート図を示した．

3.	3	 実被害との比較
　若井ほか（2008）は，2004 年新潟県中越地震時の
山古志村（当時）の斜面崩壊の事例解析を行い，解析
結果と実被害がよい対応を示しているとしている．こ
こでは，より単純な被害事例を用いて，若井ほか

（2008）の手法の評価を行う．
　用いた事例は，2013 年 2 月 25 日 16：23 に栃木県北
部・奥鬼怒地域で発生した M6. 2 の地震被害である．
本事例は，被害報告が若井（2013）10）により行われて
いること，単純な斜面被害事例であること，地表と工
学的基盤の鉛直アレイ強震観測地点（KiK-net 栗山
西）が被害地点から 2 km 程度にあることの理由から
解析地点として選定した．



図 -5 KiK-net 栗山西での栃木県北部を震源とする地震（2013. 02. 25）の強震記録
Fig. 5  Strong motion records at the KiK-net Kuriyama-nishi in Tochigi-ken-hokubu Earthquake （2013. 02. 25）

図 -6 2013 年 2 月 25 日栃木県北部を震源とする地震による奥鬼怒地区の広域斜面・地盤被害状況（若井（2013））
Fig. 6  Wide area earthquake damage map with slope failures and ground damages in Tochigi-ken-hokubu Eq. on Feb. 25, 2013 

（Wakai （2013））
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図 -7 2013 年 2 月 25 日栃木県北部を震源とする地震による主な斜面・地盤変状の分布（若井（2013））
Fig. 7  Earthquake damage map at Meotobuchi-Onsen with slope failures and ground damages in Tochigi-ken-hokubu Eq. on Feb. 25, 

2013. （Wakai （2013））
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3.	3.	3	 被害分布
　被害分布については，若井（2013）による広域被害
分布地点位置図（図 -6）および現地踏査で観察された
主な斜面・地盤変状の分布図（図 -7）に示した．広い
範囲でみると，女夫淵温泉付近および加仁湯付近に被
害があり，特に図 -7 に示すように女夫淵温泉の対岸
の尾根沿いに小規模な斜面崩壊および地盤変状が続い
ている．

3.	3.	4	 被害事例による若井ほか（2008）の手法の評価
　今回の三次元解析は，新しく開発された広域地震応
答解析システム（BESSRA（2013）12）：Bird’s-Eye-
viewed Slope analysis for Seismic Risk Assessment）
により行った．このシステムは，若井ほか（2008）の
解析プログラムをコアに，入出力を GUI 化して整備
したものである．
　（1）入力波形
　 入 力 波 形 は，表 -7 の 地 震 の KiK-net 観 測 点
TCGH07（栗山西）の地中観測記録（深度 100 m，設置
標高 985 m）の水平成分 2 成分（NS と EW）の記録と
した．継続時間は 20 秒間とし，入射＋反射［E＋F］
条件で入力した．

　（2）地盤構造の設定
　解析に用いる地盤構造を，速度構造が明らかにされ
ている KiK-net 地点の情報から設定した（表 -8）．入
力基盤面は標高 990 m，地層の構造は 4 層構造とし，
地表面から基盤面までの全体の厚さに占める各層の比
率が KiK-net 地点の比率に等しいものとして，三次元
地盤構造を設定した．

　（3）設定した地山の物性
　設定した地山の物性は，KiK-net の PS 検層データ
による S 波速度から，道路橋示方書（2012）13）による
S 波速度と N 値との関係式を用いて設定した．表 -9

に設定した物性値を示した．
　ここで，第 1 層および第 2 層の動的変形特性曲線は
岩崎・龍岡・高木（1977）14）の砂の標準曲線を用いた．
UW モデルの履歴パラメータ b・γG0 と n は，図 -4 か
ら，動的変形特性曲線の h 〜γ曲線にフィットするよ
うに設定した．図 -8 に設定した減衰比曲線を示した．
　レーリー減衰の係数 α とβは，第 1 層の初期ダンピ
ングを h＝5％，第 2 層の初期ダンピングを h＝1. 5％
として，強震動に大きく影響する周波数 0. 5 Hz と 6 
Hz で，それぞれ h＝5％，h＝1. 5％の値になるように
設定した．図 -9 にレーリー減衰の設定値を示した．

　（4）BESSRA（2013）による解析結果
　図 -10 に，図 -7 の 2013 年 2 月 25 日栃木県北部を
震源とする地震の被害地点を含めた BESSRA（2013）
の解析エリアを示した．
　図 -11 に 2013 年 2 月 25 日栃木県北部を中心とした
地震の BESSRA（2013）の解析結果として，最大加速
度分布を示した．図 -7 より被害の集中している地域
を赤丸で示したが，図 -11 の最大加速度分布は，図 -7
の被害の集中している分布と整合している．

表 -9 BESSRA（2013）解析のために設定した物性値
Table 9 Set parameters for BESSRA （2013） analysis



図 -8 履歴パラメータの設定結果　（h-γ関係図）
Fig. 8  Set parameters b・γG0 and n （h-γ relations）

図 -9 レーリー減衰の設定結果
Fig. 9  Set Rayleigh damping parameters

図 -10 BESSRA（2013）による今回の解析範囲（国土地理院：数値地図 50000 に加筆）
Fig. 10  Analysis area by BESSRA （2013） in this study （Corrected to Digital Map 50000 by GSI）

10 応用地質技術年報　No.33　2014

　さらに図 -12 に最大せん断応力の分布を示した．最
大せん断応力は，被害の集中している地域の谷部で小
さくなっている部分があり，それより尾根の上部の最
大せん断応力はより大きくなっており，他の地域とは
最大せん断応力の差が大きいことが特徴的である．今
回の三次元解析により，被害発生地点を含む尾根部で
は，他の地域より最大加速度が大きなこと，また，最
大せん断応力が上部の尾根部で高いことが確かめられ
た．
　現在行われている広い地域を対象とした地震動予測
では，250 m 程度のメッシュ（格子状範囲）を用いて
一次元の地震応答解析を実施しており，今回の解析で
はこれらの結果とは明らかに異なる最大加速度分布が
得られている．これは，少なくとも三次元の地形の凹
凸を反映したものであり，斜面崩壊危険度予測では今
回のような三次元を考慮した応答解析を行うべきであ

ることを示唆している．
　 本 事 例 を さ ら に 精 査 す る と 共 に，被 害 事 例 と
BESSRA（2013）の解析結果の比較を蓄積することに
より，最大加速度分布と最大せん断応力分布を用い
て，崩壊危険度のより高い斜面を広域から選別できる
と考えられる．

4.	 	広域での斜面崩壊危険度解析の今後の方向性

4.	1	 本解析から得られた課題と今後の方向性
　広域での斜面崩壊危険度解析は，種々の制約から第
2 章で述べたような経験的な手法にとどまっている
が，今後，地表の斜面形状を考慮した地震応答解析の
採用が望まれる．その際，克服すべき課題としては以
下のものが挙げられる．
　a） 斜面の形状を考慮した三次元解析を行う必要が



図 -11  2013 年 2 月 25 日栃木県北部を震源とする
地震の BESSRA（2013）による女夫淵温泉
付近を中心とした解析結果（最大加速度分
布：単位（m/sec2））

Fig. 11  Surface peak ground acceleration map at 
Meotobuchi-Onsen by BESSRA （2013） in 
Tochigi-ken-hokubu Eq. on Feb. 25, 2013

図 -12  2013 年 2 月 25 日栃木県北部を震源とする地震の BESSRA（2013）による女夫
淵温泉付近を中心とした解析結果（最大せん断応力分布：単位（kN/m2））

Fig. 12  Surface maximum shear stress map at Meotobuchi-Onsen by BESSRA （2013） 
in Tochigi-ken-hokubu Eq. on Feb. 25, 2013
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ある．
　b） 斜面崩壊危険度検討のため，山間部で用いる工

学的基盤の入力波形をどのように選択するか．
　c） 工学的基盤の深度をどのように決定するか．
　d） 山間部では，N 値などの地盤物性また，PS 検層

および動的室内試験などの動的物性のデータが
極端に少なく，工学的基盤から地表までの物性
をどのように決定するか．

　e） 解析結果から得られた最大加速度・最大せん断
応力等の指標から，斜面崩壊危険度をどのよう
に評価するか．

　このうち a）については，今回の解析のように
BESSRA（2013）を利用することで解決可能である．
　b）については，次項で述べるように経験的グリー
ン関数法により工学的基盤の入力波形を作成すること

が可能である．
　c）については，文部科学省による全国 1 次地下構造
モデル（暫定版）（2012）15）を参照して工学的基盤の
S 波速度を特定する方法が推奨される．また，全国約
700 箇所の主に山間地に配置されている KiK-net

（Kiban-Kyoshin Net：基盤強震観測網）16）は，地表と
工学的基盤の鉛直アレイ強震観測網で，1 観測点ごと
に柱状図および PS 検層結果が公開されているため，
これを参照して工学的基盤の S 波速度の確認および
深度を推定することが可能である．
　d）については，最低限，上記 KiK-net の柱状図およ
び PS 検層結果を反映して S 波層構造モデルを作成
し，また，地盤物性・動的物性は県単位などの地震被
害想定調査の平均的な値を当てはめて解析することが
良いと考えられる．
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　e）については，まず，最大加速度値および最大せん
断応力の大きな地域に着目して，今後，BESSRA

（2013）による解析結果と実被害の対応を蓄積するこ
とが必要であろう．
　これらの課題と今後の方向性をとりまとめて，
図 -13 にフロー図として示した．

4.	2	 	経験的グリーン関数法による工学的基盤の入力
地震動の予測

　広域地震応答解析システム（BESSRA（2013））で
は，地表面の最大加速度，最大せん断応力等を算出す
るために，工学的基盤での入力地震動が必要である．
第 3. 3 節の実被害との検証の際は，KiK-net による地
中観測加速度波形を用いたが，斜面崩壊危険度を予測
するためには，入力地震動波形も予測する必要があ
る．

4.	2.	1	 経験的グリーン関数による手法
　経験的グリーン関数法は，大地震の震源域に生じた
小地震の実波形記録を用いて，大地震時の地震動を推
定する方法である．この方法は，経験的関係と理論的
関係を相補的に導入して，震源で予測の難しいパラ
メータおよび伝播経路，解析点近傍の地盤構造などの
複雑な影響を直接見積ることなく大地震の地震動を推
定できる．
　ここでは，地震の相似則と経験的グリーン関数に基

図 -13 抽出した課題と今後の方向性フロー図
Fig. 13  Flow of extracted task and future direction

づく地震波形の合成法（Irikura（1983）17）および
Irikura（1986）18））を基本式として用い，実際にはそ
の波形合成式をさらに改良した入倉・香川・関口

（1997）19）の合成式を用いている．合成式を（2）式
に示した．

　　　　 ……（2）

　ここで，U（t）は大地震の震動，u（t）は要素地震の
震動，r は要素地震の震源距離，rij は（i，j）小断層の
震源距離である．また， で，r0

は大地震の発震点からの距離， は断層面上の発震点
から（i，j）要素断層までの距離，βは伝播媒質の S 波
速度，V は破壊速度である．F（t）は（3）式で与えら
れる．

 ……（3）

　ここで，N は要素地震の重ね合わせ数，n' は重ね合
わせによる人工的ノイズを防ぐための任意の整数，τ
は大地震の立ち上がり時間（ライズタイム）である．

4.	2.	2	 工学的基盤の入力地震動予測結果
　2013 年 2 月 25 日 16：23 に発生した栃木県北部の地
震について，経験的グリーン関数法を用いた再現計算
を行った．経験的グリーン関数には震源位置やメカニ
ズムがほぼ等しい同日 15：26 発生の地震による観測
記録を用い，波形合成法には入倉・香川・関口（1997）
を用いた．震源諸元および設定した断層モデルを
表 -10 および図 -14 に示す．解析対象とした観測点
は，TCGH07（栗山西）および FKSH07（檜枝岐）の 2
点とした．
　観測記録および合成波の加速度時刻歴波形，速度時
刻歴波形，疑似速度応答スペクトルを図 -15 〜図 -18
にそれぞれ示す．
　TCGH07（栗山西）では，NS 成分については観測記
録と整合しているが，EW 成分については特に長周期
側で過小評価となった．一方，FKSH07（檜枝岐）につ
いては，周期 0. 2-0. 5 秒程度において，合成波の速度
応答がやや小さいが，観測記録を概ね再現できてい
る．これは，FKSH07（檜枝岐）に比べ，TCGH07（栗
山西）は震源に近いため，震源特性の影響が強く，震
源位置や断層パラメータの精度を向上する必要があ
る．被害予測のための地震動予測という観点からは，
水平 2 成分のうち大きい方を採用することにより，安
全側をとることが考えられる．
　また，各都道府県で行っている地震被害想定調査な
どで，各都道府県で設定された想定地震の工学的基盤
の波形が公表されていればそれを利用してもよいと考
えられる．しかしながら，これらの想定地震の工学的
基盤の波形は，大多数は統計的グリーン関数法 20）で
予測されたものであり，重ね合わせる小地震につい



表 -10 経験的グリーン関数法解析に用いた地震諸元
Table 10 Earthquake parameters for the empirical Green’s function analysis

図 -14 設定した断層モデルおよび観測点位置（「平成 25 年 2 月地震・火山月報（防災編）」（気象庁）に加筆）
Fig. 14  Set fault model and observation points （Revised from The Seismological and Volcanological Bulletin of 

Japan （2013））
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図 -16 疑似速度応答スペクトルの比較（TCGH07（栗山西））
Fig. 16  Pseudo velocity response spectra from observed motions and 

predicted motions at TCGH07 （Kuriyama-nishi）

図 -15 観測記録と合成波（TCGH07（栗山西））
Fig. 15  Observed motions and synthesized motions by EGF at TCGH07 （Kuriyama-nishi）
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図 -17 観測記録と合成波（FKSH07（檜枝岐））
Fig. 17  Observed motions and syanthesized motions by EGF at FKSH07 （Hinoe-mata）

図 -18 疑似速度応答スペクトルの比較（FKSH07（檜枝岐））
Fig. 18  Pseudo velocity response spectra from observed motions and 

synthesized motions at FSKH07 （Hinoe-mata）
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て，それぞれの検討地域の地震動特性を反映している
経験的グリーン関数法より，さらに一般化・平均化さ
れたものであることに留意が必要である．

5.	 	あとがき

　本論文は，あくまでも広域の地震時の斜面崩壊危険
度の評価方法について論述している．山間部の広域の
解析では，地山の S 波速度，動的変形特性試験結果な
どの動的物性値が，ほとんどないことが多く，これま
では過去の斜面被害からの類推で崩壊危険度が決めら
れてきた．
　今回は，山間部に主に設置されている KiK-net の柱
状図および S 波速度データを用いて，山間部の三次元
解析を行うことができるような手法を提示し，実被害
とも比較している．
　山間部斜面の形状を三次元的に考慮できる今回の解
析のような手法が開発されたことを受け，今後は，解
析事例を増やし，実被害との対応を多く行い，ソフト
的な利用の幅を広げる努力が必要である．
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